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Ⅰ 参加の基本思想と機能   
ドイツの従業員代表制がしばしば紹介され議論されることがある。そこで   
は，法制および運用実態が紹介されるが，そのような従業員代表による参加 9  
／＼  
はどのような考えに支えられているのであろうか。また，従業員代表と労働  
組合は性格が異なるが，どのように異なるのであろうか。   
本章では，従業員代表に関する基本的な考えや論点をいくつかの側面から  
紹介し，従業員代表制の理解を深めることにしたい。  
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一 基本思想（1）   
























よっても説明される。   
この考えは，使用者決定に対し，事項により程度の異なる参加の方法で具  
体化されている。それは，かつて1920年代にレーテ（協議会）思想が論じら  
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まることは，使用者側も認識していることである。   
第2に，協力および平和機能である。事業所内における使用者と労働者の  
社会的緊張を和らげ調整することに役立つ口これは従業員代表制の発足以来   
一貫して指摘されている機能である。それは事業所内の平和に寄与する。こ 9  
のことは，2条1項や74条2項で明示されている。政党政治的活動の禁止（51  
条2項）もこの一部を成す。   
第3に，秩序形成機能である。社会的事項は事業所当事者により共同決定  
され，事業所協定として締結される。それは，これらの事項に関する事業所  
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従業員代表が締結する事業所協定は個々の労働契約に対し規範的効力を有 8  
する。自主的団結ではない従業員代表が事業所協定を通じて労働者に対して  
拘束力を有する労働条件規制を行うことの安当な範囲やその是非につき，ド  
イツでも議論がある（5ノ 。最近では労働協約がその規制権限を事業所当事者の  
取扱いに委ねる開放条項が増え，また，協約当事者の意思に関係なく事業所  
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守のための作為を命じることになっている。   
2 労働組合との相違′7－   
従業員代表は組合に比べて労働者の利益を代表する点でいくつかの不十分  
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つき，労働協約と異なり事業所協定の公正さにつき司法審査が広く及ぶ（11）。   
























にもとづき従業員代表とは別に管理職代表を選出することになっている。   
なお，従業員代表が労働条件を規制することの正統性根拠に関する議論は，  
従業員代表の規制（参加）が及ぶ範囲および規制の法的効力と深くかかわる。  
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2 第1次世界大戦以後（2）  
イ 大戦中  この時期に，戦時経済体制確立のために組合側の協力を得  
るべく，1916年に祖国勤労奉仕法（祖国奉仕労働法）が制定され，このなか  
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いうなかで，組合は労働者側委員会に影響力を及ぼすことに努めた。   
この労働者委員会は，さほどの成果を挙げることはなかったといわれる。  
その原因は，使用者の一部に抵抗があったことにある。   
口 第1次世界大戦後 1918年11月に発生したキール港水兵の武装蜂起  


































員会（Ausschu鳥）ではなく評議会（Rat）とした。   
ハ1920年法の内容  このような経緯で成立した従業員代表法（Betrieb－  








で初めて可能とした。   
このように1920年法のもとで従業員代表に認められていた権限は，主に，  
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3 第2次世界人戦後（3）   












従い，より明確になった。   
その後，再建された労働組合は，金属産業労組を中心に，基幹産業の国有  
化と共同決定権の拡大を主張した。石炭鉄鋼業の中心地であるルール地方を  
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め，共同決定権要求に対して賛同していた（1947年，ボップウム綱領）。   







が，功を奏しなかった。   






成立後に抗議行動を展開した次第である。   
別表に示すとおり，従業員代表に認められた参加権の程度は，20年法とほ  
ぼ同じである。人事的事項では，採用および格付け変更に関しても従業員代  
J．ヾ   









・共同決定権の承認   
1920  
対照表および損益計  
年法  況に関する情報提  
（20年法と同じ）   ・採用．格付け変更お  ・経済委員会（労使混  
1952  よび配置転換にあ   成）の設置（68条），   
年法  たっての同意拒否  ・事業変更に関する共  
（61条，63条）   同決定（72条）   
・共同決定権の対象を  ・人事上の一一般的事項  ・協議事項の拡大（111  
拡大一所定労働時間   の定め（92条以下）   条）  
の一時的な短縮なら  ・職場，作業⊥程およ  ・不利益調整の定め  
1972  びに延長，災害防止，   び作業環境の編成   （113条）   
年法   能率給における貨幣   （90条，91条）   ・経済委員会の構成を  
係数（87条1項3号，  ・職業訓練の関する協   労働者のみとする。  
7号および11号）   請および共同決定  （107条1項）   
（96条，98条）  
・雇用保障に関する参  （72年法と同じ）   2001  
加権強化（92条a，96  年法  
条1項など）   
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従業員代表の組織  























































定例は労働時間内に 開催，臨時は労働時  
間外（43条）  
従業員代表委員選挙  ・規制紛争に関する合  ・平和義務の程度がや  
の全国一斉実施（13   意不成立は仲裁委員   や狭まる．。代表委員  
条1項）   会（76条）が管轄   の企業内組合活動が  
・任期は3年（21条）  許されることの明記  
・従業員代表内部に常  （74条2項，3項）  
任委員会をおく。（27  ・個別労働者の権利  
条）  （異議申立，提案）  
・専従代表委員定数を  を認める。（8］条以  
1972   定める。（38条）  下）   
年法  ・代表委員の研修期間  ・組合の立入権（2条  
の定め（37粂6項，  2項）  
7項）  ・組合選挙で候補者  
・年少者代表の定め  名簿提出可（14条7  




促進（75条2項）   
2β   
同 法（58，1）186  

















76粂a）   
4 1972年法刷   
52年法改正後，それを不満とする組合側は，繰り返し法律改正を提案して  
きた。そして，72年に社会民主党・自由民主党政権下で組合の要望に沿い改  
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5 2001年法（6）   














よりも小幅な改正にとどまった。   
口 改正内容  それは従業員代表を取り巻く環境変化に適合させるため  
のものであり，抜本的な改正ではない。改正された項目は，主に組織的部分  
2ワ   
同 法（58－1）184  







には労職の違いが小さくなったことによるが，同時に，選出を促す意味をも   
つ。   
第2に，従業員代表運営の改善である。まず，代表委員および専従代表委  
員の定数を増やした。特に専従委員配置基準が，従来は最低労働者数300人で  









実施することが求められることになった。   
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6 小 括   
以上のような法律の歴史をみると，その内容上の特色および背景としてつ  
ぎのことを指摘することができる。   
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としては新しい形態である。   










（1）横井芳弘「ドイツにおける経常参加制度の発展とその背景」中央大学法学新報60巻6   
号56日以下（1953年），門田信男「労働者共同決定権史」東洋法学3巻1号63頁以下（1959   
年）．村卜淳一「ドイツにおける労働者代表別便の形成」法学協会雑誌99巻1号94頁以下   
（1982年），佐々木常一『ドイツ共同決定の生成』（1989年，森山書店）．野村正賓『ドイ   
ツ労資関係史論』（1980年，御茶の水書房）。  
（2）久保敬治『ドイツ経常参加制度』（1956年，頸葦書房），大塚忠「労働者委員会の成立」   
大橋昭一・長砂実編F経済民主主義と経営参加』（19引手，ミネルヴァ書房）78頁以下，   
前田達男「ワイマール経営協議会法の成立と展開」法学論叢80巻3号54頁以下，鋸巻4   
号56頁以卜（1966年）（）  


















参加研究会編『経営参加の諸問題』（1980年，同朋社）187頁以下．コ   




Ⅲ 従業員代表の組織と活動  
従業員代表の最近の状況をいくつかの側面から紹介する。  
1 従業員代表の設置状況・投票率  
法律通用事某所（民間，労働者5人以上）のうち従業員代表が設置されて  
いる事業所の比率は10％であり，従業員代表が設置されている事業所に雇用  





こl（i   
同 法（58 1）180   
図表1従業員代表の設置比率（事業所規模別 2006年，％）  
5～50  5ト10010卜199 200～500501人以上  
人   人   人   人   
〈両地域〉   
事業所比率  6  44  66  77  88   
労働者比率   10  45  66  78  92   
〈菊地域〉   
事業所比率  7  43  58  71  82   
労働者比率   11  44  60  71  86   10                                                 46      10                                              38   
出典：WSIMitteilungen9／2007，S．513．  
図表2 従業員代表が設置されている事業所および傘下労働者の比率（％）  
出典：図表1と同じ。S．513．  
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図表3 従業員代表のない事業所のうち事業所独自の従業員代表を有する事業所  
の比率（労働者比率，％）  
80   
70   
60   
50   
40   
30   
20   
10   
0  
〈東地域〉  
19941996 1998 2000 2002 2003  1996 1998 2000 2002 2003  
出典：Artus／B6hm／L山cking／Trinczek（Hrsg．），BetriebeohneBetriebsrat，S．53．  
図表3－2 事業所における従業員代表の設置状況（規模札 ％）  
41   26   14   
44  
代表機関あり  20   21   15   
i業所規模  10～19  「「元二49  50～99  100へ199  200～499  500人   人  人  人  人  人  以上  なし  73    56         3  の従業員代表  7  23     66  79  94  
8   7  3   
出典二RuhrLUniversitatBochum，BISS－Befragung2005．  
2β   
尚 法（58－1）178  
図表4 従業員代表委員選挙投票率の推移（％）  
????????????????
1984   1987  1990  1994  1998  2002 2006  
出典二W．Rudolph／W．Wassermann，TrendreportBetriebsratewah12006，S．2．  
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出典二図表4と同じ。   












であり，14％の事例では「たいてい」がそうである。   
年少者・職業訓練生代表が設置されている比率は，従業員代表がある事業  





しようとする」と回答している。   
従業員代表に対して使用者は部屋および設備を提供するが（40条2項），14  
％はこの提供が十分ではないと回答している。労働者数50人未満の事業所に  




に乏しい」と感じている。16％のみが「十分である」と感じている。   
代表委員に占めるドイツ労働総同盟（DGB）組合員の比率は73％であり，  
、■招   
同 法（58－1）176  
議長に占めるそれは87％である。  








図表6 事業所協定数の分布  
事業所協定数   比率（％）   
0   
1－4   25   
5→9   24   
10→19  26 J 
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相関関係があり，「強い＋非協力的」の従業員代表では締結件数が比較的多い。  
図表7 事業所規模別の事業所協定数  
「?」」」?
一－…－  
こ   
」－塑  事業所数  
F 「  
［  





14．1  二虻二  ⊥j  
出典：図表6と同じ。S．549．  
図表8 従業員代表タイプ別の事業所協定数   
′′′  
「 一  ＋  従業員代表のタイプ  
（該当する従業員代表数）  
















二丈2   
同 法（58－1）174   
図表9 事業所協定規定事項（従業員代表タイプ別，事業所規模別，％）  
規 制  計  弱 い  弱 い  強 い  強 い  
協力的 非協力的l協力的 非協力的   
労   働   時   間  93 97 91959594 97        9493   95   
賃金支払および格づけ  51 46  42    43  60  58 45 584951   
成   績   規   定  41  46  43  44  44  54  38 604251   
就   労   保   護  37  56  29  45  47  49  37  53    36  51   
作   業   組   織  36  43  37  32  48  50  35  44  38  43   
人  事  
問  
継  続  訓   17  28  14  24  35  33  23  34  20  30   
技   能   訓   練  17  23  15  30  21    36  22  39  18  31   
雇   用   保   障  21  18  17  26  36  25  20  33  22  25   
専 門 的 訓 練  15  20  13  22  
6   
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173 ドイツ・従業員代表制をめぐる諸問題  
図表10 現在の事業所協定に対する使用者側の評価  
（事業所規模別，従業員代表タイプ別，％）  
事業所規模  ；員代表のタイプ  
合計   
強い 非協力的   
68  89  5574  67  82  59  74  49   56   45    52   
59   
≡…   
以上協力的  
＼5154   60  
の硬直性を高め   












出典：図表6と同じ。S．551．   
者が事業所協定にプラス面を感じることが多い。  
（1）IngridArtus／SabineB6hm／StefanlJtlCking／RainerTrinczek（Hrsg，），Betriebeohne   
Betriebsrat，2006，S．53，〔peterE11guth〕なお， この事業所独自の非公式な従業員代表   
制の実情を明らかにすることは，今後の研究課題としたい。  
（2）IAB－Betriebspane12006．  
（3）Wolfgang Rudolph／Wolfram Wassermarln，Trendreport Betriebsratewahlen 2006，   
2006．  
（4）Christina Klenner／ChristianeI．indecke，Gleichsteuung von Frauen und M白nnernin   
derbetrieblichenInteressenvertretung．WSIMitteilungen3′ノ2003．S．177ff，  
．了J   
七  
同 法（581）172   
（5）WSI．Zweite repr負sentative WSI－Befragung von Be亡riebs－und Personalratenin   
Deutschland，2001，S．3．  
（6）Werner NienhtlSer／Heiko Ho上もfeld．Betriebsvereinbarungen－Kornmt es auf den   
Betriebsratan？．WSIMitteilungenlO／2005．S，547ff．  











1 労働協約の現状一開放条項を中心に－   








と次第に低下してきている（4）。   
つぎに，協約に拘束されている使用者に雇用されている労働者の比率と，  
























版   民 間  
従業員代表あり，協約  
産業別協約あり，従業  
表なし  なし  7   10   8  9   16  ⊥10  真東  23  田  24  16  7  ∃   
田  5   
41 狙 
＝＝〒覇   59   







．●′（；   
同 法（58－1）170   
図表11－2 労働協約適用状況（事業所比率，2005年，％）  
西地域 東地域   
72  73  61   
協約拘束あり        1産業別協約による   53   54   44   
【企業別協約による  13  13   田   
一企業別協約および産業別協約による  6  6  6   
協約拘束なし   29   27   38   
【そのうち，協約志向は あ り  77  77  74   




図表12 任意の企業内上乗せ支給の有無（従業員代表回答，2004／05年調査，％）  
上乗せ支給   計   西地域   東地域   
な し   40   36   67   
あ ー）   59   63   32   
不 明   
上乗せ支給の削減  
あ り   73  
なし  27   






山・エネルギー産業および原料加工産業で多い。   
ハ 労働時間口座r9） 協約の開放条項は労働時間に関して最も頻繁に利  
用されているが，その結果，労働時間の弾力的な利用のために労働時間の貸  
し借りという労働時間［コ庫（Arbeitszeitkonto 労働時間貯蓄口座の訳もあ  
J7   
169 ドイツ・従業員代表制をめぐる諸問題  
図表13 協約開放条項の利用状況（従業員代表回答，％）  
言所における  開放条項利用事  
ける比率   









4   


















（Arbeitszeitkorridor 労働時間回廊の訳もある）（1OJ規定にかかわる口座が存  
在する。   
労働時間口座の調整期間は，3分の2の事例で1年間以内であり，5％の  
事例では調整期間の定めがない。問題なのは，労働時間口座の運用で労働時  
、●ボ   















いる。   











では開放条項なしに協約を下回る事業所協定が締結されている。   
ここではたいてい使用者側から提案され，それを従業員代表が受け入れて  
39   
167 ドイツ・従業員代表制をめぐる諸問題  
図表14 開放条項なしに協約水準を下回っている取扱いの有無（％）  
0  10  20  30  40  50  60  70  80  90 100   








時間外労働千当の不支給   
職業訓練生手当  






いる。   




はないだろうと考えられている。   




ノー）   





























4J   






















2 労働協約の将来   
イ 関係者の評価  このように協約に開放条項が増え，また協約は枠組  
みだけを定め詳細を事業所レベルの取り決めに委ねることが増えているなか  
で，関係者は協約の現状および将来に関してどのように見ているのであろう  
が17J 。この点につき，オポルソアーらによる調査報告をみてみる。ここでは  
従業員代表，組合役員および使用者団体役員に対して聞き取り調査が行われ  
42   
五  


























要請されるとみている。   
そして．使用者側の評価として．使用者団体役員は規制の事業所化に賛成  
である。企業間格差が拡大するなかでは横断協約の硬直性を感じることが多  
イ．了   
163 ドイツ・従業員代表制をめぐる諸問題  
図表15 労働条件規制を事業所レベルに下ろすことの評価  
（経営状況別，従業員代表回答，2004′′05年，％）  
】  ‾  受注状況  




16  9  11  2  
37  24  63  
49  63  35  
5  3  0   
売上 げ  
歓迎する  
評価が分かれる  
11  18   
24  34  
10   
30   






一般に問題がある  1 63  43  
わからない  3  6  





9  6   
31  31   
54  63  
?????
?????
2  6  1  
出典：図表12と同じ亡〕S．305．  
図表16 協約政策を分権化し事業所に接近させることの意義  
（従業員代表回答，％）  


























ある。   












イ」了   
161ドイツ・従業員代表制をめぐる諸問題  
図表17 将来の労働協約で望ましい開放条項ないし異別取扱条項の種類  
（複数一口】答可．％）  
十1－一十          丁⊥  















れている。この点では使用者側でも協約自治を尊重する姿勢が強い。   
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伊上▲  
′、  
岡 法r58－1）160   
と個々人の労働時間主権を調和させるために労働時間口座が有益であること  
に変わを）はない。  
3 統制された分権化の進展   








ている。   
口 統制された分権化にかかわる集件  統制された分権化は，いかなる  
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あるu その点では，分権化に対する労使団体による統制の程度は外部環境の  
4β   
同 法（5S－1）158   















によりその不利さを補うことであろう。   











4タ   










てそれを達成すると思われる、コ   


















5β   
岡 法（58¶1）156   
で発言力を増す傾向は避けがたいであろう（29）。   
ハ 小 措  このように，従業員代表が労働条什規制の当事者になるこ  
















な条件もある。   
このような対極的な可能性をはらんで，労働条件規制の事業所化のもと，  
従業員代表の活動は展開されていくと予想される。  
11）毛塚勝利「1984年 労働時間協約労協31廿旨54頁■（1985年），和田肇『ドイツの労働   
時間と法』（1998年，日本評論社）20頁。  
（2）大塚忠「横断的交渉機構から『程常に近い』交渉機構へ」日本労働研究雑誌413号2頁   
以下（1994年），竹内治彦Ⅷ産業別協約制度の危機』についての考察」岐阜経済大学論   
集31巻1号161頁以下（1997年），和田・前掲注（1）198頁以下 名古道功「大量失業・グ   
ローバリゼーションとドイツ横断的労働協約のF危機』」金沢法学43巻2号55頁以下（2000   
年），ベルント・ヴアース〔桑村裕美子訳〕「ドイツにおける労使関係の分権化と労働組   
合および従業員代表の役割＿1日本労働研究雑誌555号11頁以下（2006年），緒方桂子「ド  
5J   















（8）Reinhard Bispinck，BetriebsrAte．Arbeitsbedingungen und Tarifpolitik．WSIMltte  
ilungen6，／2005－S．301ff．：Susanne Kohau〔．Tarifbindung und tariniche Offnungs－  
klauseln，WSIMittcilungen．2／’2007，S．97，  















五  協約で過労働時間を35時間としつつ，同時に労働者の10％以Fにつき40時間までの範囲  






．・；ご   
同 法（58－1）154  
ものであるu OppoIzer／Zacllert．a．a．0．，S，45，220ff．  
（1細 大歪光太郎「ドイツにおける事業所レベルの利益代表制」労働社会学研究2号40頁，   
52百（2000年）。  
（19）WST，a．a＿0，，S．11．  
鋤 和田■前掲注（1）196頁，名古，前掲注（2）85頁。  
（21）OppoIzer／Zachert，a．a．0．．S．221．  
な功 名古・前掲拝（2）129頁。  
銅 藤内「ドイツ・派遣労働をめぐる労働条什規制」労句1665号48妄ぎ（2008年）。  
糾 藤内「ドイツの解雇に対する従業員代表の関与▼」同法45巻2号88頁（1996年）。  
鍋 西谷敏「ドイツ労働法の弾力化論・3」大阪市大法学雑誌43巻1号11貫（1996年）。  
¢6）大量・前掲注（3）44頁。  
庖Ⅵ 藤内「ドイツ事業所組織法改正」季労198号151頁（2002年）。  
鞠 徳永垂良編『西ドイツ自動車ユニ業の労佃関係』（1985年，御茶の水害房）229頁〔前島   
巌〕，藤内「ドイツにおける従業員代表の最近の実情」開法54巻3号212頁（2005年）っ  
¢甥 角田邦垂「西ドイツにおける企業内組合活動の法理」季労117号39頁（1980年）。  
錮 藤内・前掲注¢8）141頁。  
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54   
同 法（58¶1）152   
を雇用することが可能である場合には従業員代表は解雇に異議を申し立てる  





が選出され，彼らにかかわる事項の取扱いで発言の機会を与えてい る。なお．  
管理職には事業所組織法は適用されず，管理職は別に管理職代表を選出する  
こととしている。   
また，従業員代表がその活動と使用者との協議・交渉の状況を公開し，職  
場の労働者と意思疎通をはかるため，従業員集会が労働時間内に定期的に開  







費用はすべて使用者が負担する（労働者1人あたり年間約550ユーロ）。   
第7に，使用者と従業員代表が締結した事業所協定は，その公正さにつき  
裁判所による審査をうけることになっている。，   
第8に，従業員代表による利益代表とは別に，職場における労働者個人の  
権利が認められている。それは，人事記録の閲覧，希望すれば自分の成績評  
価に関して使用者から説明をうけること，苦情申立，提案などの事項である。 革  
この労働者個人の権利は，労働者が一日の3分の1を過ごす職場を民主化し，  
人間性を回復・形成できるようにするためであると説明されている。   
このように事業所レベルの労働条件決定を事業所当事者の協議・交渉およ  
び共同決定に委ねており，労使協議・交渉の手続ルールが法律で詳しく定め  
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